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売上高は、

前期比２４億円増加の、６３７億円となりました。

業績予想からは若干下回ったものの、

４期連続の増収となり、過去最高を更新しました。

損益面では、

営業利益は、３億円増加し、５８億円、

経常利益は、６２億円となり、

営業利益、経常利益いずれも、４期連続の増益となりました。

親会社株主に帰属する当期純利益については、

連結子会社であるアバルタ・テクノロジーズ社に係る

のれんの減損損失等を特別損失として計上したことなどにより、

１億円減少し、３２億円となりました。
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売上高・利益の過年度推移
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営業利益の前期比較において、

事業別売上高と営業費用の増減を示しています。

外注費、支払手数料などの売上原価の増加に加え、

周年行事、ベースアップなどによる人件費の増加もありましたが、

各事業の増収が営業費用の増加分を吸収し、

営業利益は３億円の増益となりました。



事業別売上高について

・企業向けに、住宅地図帳やパッケージ商品を提供する「プロダクト事業」は、
ＧＩＳパッケージや、住宅地図データ配信等のストック型の売上が
堅調に推移したことなどにより、４億円の増収となりました。

・中央省庁や自治体向けにビジネスを展開する「公共ソリューション事業」は、
住宅地図データの販売が好調に推移したことに加え、
受託調査案件も増加したことなどにより、７億円の増収となりました。

・企画地図やオリジナルの地図柄商品等を提供する「マップデザイン事業」は、
概ね前期同額で推移しました。

・「オートモーティブ事業」は、国内カーナビゲーション用データの販売が
好調に推移したことから、2億円の増収となりました。

・インターネットサービスや位置情報サービス等を展開する「ＩｏＴ事業」は、
スマートフォン向けサービスの会員数減少はありましたが、
大手企業向けのソリューションビジネスや、
スマートフォンサービス等の受託開発案件が
増加したことなどにより、７億円の増収となりました。

・「マーケティングソリューション事業」は、前期10月より新たに連結子会社化した
大東マーケティングソリューションズの影響により、３億円の増収となりました。
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セグメント情報は、従来通り、

「地図データベース関連事業」、「一般印刷関連事業」、

「その他」の３区分で開示しています。
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地図データベース関連事業
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一般印刷関連事業・その他



キャッシュ・フローの状況について

営業活動では、

売上債権の回収が進んだことにより、９０億円の収入となり、

有形及び無形固定資産の取得などによる投資活動で

５０億円を支出した結果、

フリーキャッシュフローは、４０億円となりました。

財務活動では、

自己株式の取得に１５億円、配当金の支払、リース債務の返済など

３２億円を支出いたしました。
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４月２６日発表

新中長期経営計画「ZENRIN GROWTH PLAN 2025」

（以下、ZGP25）
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2015年に策定いたしました

中長期経営計画「ZENRIN GROWTH PLAN 2020」

（以下、ZGP2020)では、

『「モノ」から「コト」への転換』を実現するために、

3つの基本方針を掲げ取り組んできました。



ZGP2020の数値目標においては、

ストック型サービスの伸張や、

カーナビゲーション用データ、住宅地図データといった

主力事業が好調に推移したことに加え、

地図データベース整備の効率化による固定費率低減などにより、

これまで順調に推移してきました。

一方で、新商品の市場投入や時空間情報の提供の遅れに加え、

この間の外部環境の変化も考慮した結果、

最終年度を待たずに、新たな中長期経営計画ZGP25を策定しました。
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また、2018年4月より、

事業環境の変化に対応し、事業区分の内容も変更しています。

14



現在の事業環境は、技術進展により目まぐるしく変化し、

あらゆるものがネットワークにつながる社会を迎えています。

このような社会においては、

世の中に流通する数多くの情報を、人々の多様化するニーズに合わせ、

最適化して提供することの重要性が高まってきていると考えています。
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ZGP25では、

『ネットワーク社会における「量と質」の最適化」を基本方針とし、

事業・生産・機能に区分し推進していきます。
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まずは事業基盤を強化するため、当社の情報プラットフォームである

「ZENRIN Information Platform」の構成に

新たなレイヤー「流通基盤（以下、ZIPS）」を追加します。

データベース基盤から流通基盤を通してサービス基盤に提供する仕組みを

作ることで、ユーザーの多様化するニーズに、

より柔軟に対応することができるようになります。

また、サードパーティへの一過性の地図データ提供から、

アライアンスサービスビジネスにシフトしていくことで、

継続的収益基盤の拡大を目指します。
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事業の基本方針

様々な収集情報をZIPの「データベース基盤」で管理最適化し

「流通基盤」で利用最適化することで、サービスの価値連鎖を起こし、

位置情報利用における顧客価値の増大をはかることで、

収益の拡大を目指していきます。

また４つのビジネスモデルに区分して事業を推進していきます。
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現在、当社事業において

大きな売上を占めているフロー型ビジネスから、

継続的収益基盤となるストック型、サブスクリプション型への

ビジネスモデル変革の取り組みを加速しています。
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ZGP25における各事業の取り組み
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プロダクト事業では、

引き続き、GISパッケージ等のストック型ライセンスビジネスを強化し、

ストック型とフロー型の割合を、

現在の3:7から、5:5にすることを、１stステージの目標としています。
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公共ソリューション事業では、

当社の住宅地図利用を現在の約600自治体から、

1,000自治体にまで拡大することを目指します。

当社は約570の自治体と「災害時支援協定」を締結しています。

(2019年3月末現在）

当協定は社会貢献の一環でありますが、

協定締結をきっかけに、水道配管図や防災マップの制作など、

当社地図データを利用した受託案件の増加につながっています。

また、各自治体で導入が拡がりつつある 自治体専用ネットワーク

（LGWAN）で利用可能なサービスを提供し、

ストック型ビジネスも推進していきます。

当事業の1stステージにおける計画値はゆるやかな推移となっていますが

その後の飛躍を期待している重要な事業であり、

全自治体に、ゼンリンの地図プラットフォームを導入したいと考えています。

（参考）自治体数：1,724 （2019年3月末現在）
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マップデザイン事業では、

コンシューマー向けのビジネスを強化していきます。

現時点での売上規模は、他の事業と比べ大きくありませんが、

大型イベントでの公式ライセンス商品や

インバウンド向け商品の開発などを促進予定です。

既存の地図データベースを活用するため、

利益率も高いビジネスになると考えています。
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オートモーティブ事業を取り巻く自動車関連の事業環境は、

今、大きく変化しています。

カーナビゲーションに搭載するサービスは、カーメーカー・ナビメーカーが

決定する時代が長く続いていますが、

コネクテッド対応となることにより、ユーザーが選択して利用する時代に

変化していきます。

当社も今まではカーメーカーの戦略に合わせてサービスを提供してきましたが、

これからは、ストック型やサブスクリプション型ビジネスモデルで、

いかにユーザーに直接訴求していくかが、重要課題だと認識しています。

また、AD/ADASにおける高精度地図データの取り組みも

引き続き継続していきます。

売上目標は、

ADAS関連が量産化（新型モデルに搭載）へシフトするため、

テストデータなどの受託売上からロイヤリティ収入に移行するまでの

一時的な影響を考慮しています。
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現在のIoT事業は、

主に、スマートフォンビジネス、大手のプラットフォーマーに対する地図提供、

企業へのソリューション提供で構成されており、

利益率は異なりますが、それぞれの売上規模は約3割を占めています。

また、MaaSビジネスなどへの取り組みも今後は強化したいと考えています。

MaaSビジネスではカーナビのような自動車用道路だけではなく、

鉄道・バス・徒歩・自転車のネットワークデータが必要となります。

それら移動に必要なネットワークデータを最適に整備することを目標としています。

IoT事業は当社グループにとって重要な事業分野ですが、

１stステージでは、ストック型・サブスクリプション型へのビジネスモデル変更による

一時的な影響を考慮した売上目標としています。

25



マーケティングソリューション事業は、

中小企業、個人事業主をターゲットとしています。

手軽に利用できるパッケージ商品を開発するなど、

顧客のニーズや規模にあったマーケティングの

トータルソリューションを提供していきます。

１stステージでは、グループリソースの集約・統合を行い、

２ndステージでの飛躍を目指します。
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生産の基本方針

「データベース基盤」を管理最適化することに注力し、

様々な情報群を利用最適化する「流通基盤」への

機動的接続を可能にしていきます。

そのために、

MaaSに利用する日本全国のネットワークデータの整備、

従来から取り組んでいるQCDDSの強化、

そして、知識の共有を図るテクノロジーデータベースを構築し、

生産性向上を目指していきます。
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組織・人事の基本方針

事業運営における組織・人事の最適化は最重要課題の一つと考え、

「働き方改革」による生産性向上も含め、

ZGP25における基本方針として掲げています。
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現状、当社の財務基盤は健全であると考えていますが、

この状態を堅持すべく、株主の皆様に満足していただける財務戦略を遂行し、

中長期的な利益成長に基づいた株主還元を実施します。



ZPG25は、6カ年計画で、

１stステージと２ndステージの２つにフェーズを分けて推進していきます。
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6年後の最終年度に到達するまでの間には、環境変化も予想されるため、

まずは、1stステージの3年間について、数字をコミットします。

31



１stステージは、ビジネスモデルの変革に注力し、

収益基盤を強化する時期と位置づけています。

一度で大きな収益を得るフロー型ビジネス（単発取引）から、

一度の収益は少額となるストック型・サブスクリプション型ビジネス（継続取引）

へ移行させるため、一時的な業績への影響（売上の減少）を想定しています。
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数値目標は、1年目の2020年3月期は前期2019年3月期とほぼ同等、

2年目は30億円程度の売上増加を見込んでいますが、

2年目と3年目もほぼ同等で推移する計画です。

従来のビジネスモデルのままでは、売上高グラフに示した右肩上がりの目標と

なりますが、定額・低額利用を進めることによる影響を考慮しています。

一方利益は、生産性の改善による利益増加を実現する考えです。
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１stステージでのビジネスモデル変革により、フロー型モデルが大半を占める

オートモーティブ事業とIoT事業で影響が大きくなると想定しています。
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目次 2020年3月期 業績予想
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通期の業績予想は、

売上高 ６３８億円

営業利益 ５９億円

経常利益 ６３億円

親会社株主に帰属する当期純利益 40億円としています。

ADAS関連が量産化へシフト（テストデータの提供が減少）することによる

影響などで、前期レベルの推移を見込んでいます。



売上高・利益の過年度推移
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事業別売上高では、「オートモーティブ事業」の減収が大きく、

ADAS関連が量産化へシフト（テストデータの提供が減少）するため、

受託売上からロイヤリティ収入に移行するまでの一時的な影響を考慮し、

8億円減収の計画としています。

それ以外の主力事業につきましては、増収の計画であり、

「プロダクト事業」、「公共ソリューション事業」は、企業及び自治体向けの

ストック型サービスの売上増加により利益を確保します。

「IoT事業」は、スマホナビ会員数減少や、

受託開発が一巡することによる影響があるものの、

大手企業向けのソリューションビジネスを拡大することで

売上増加を見込んでいます。

「マーケティングソリューション事業」は、新商品開発や子会社の体制変更を

優先することから、前期同規模の売上としています。
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株主還元の方針に基づき

連結株主資本配当率（ＤＯＥ）３％以上とするため、

19年3月期の期末配当金は、当初予定どおり1株当たり12円とし

年間配当金は24円、

20年3月期の年間配当金は、1円増配の25円を予定しています。

（補足）

2018年4月1日付で株式分割（1:1.5）を実施しており、

株式分割前基準では、19年3月期の年間配当金は

1株当たり1円増配の36円となります。
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